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２.３ ３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「３Ｄモデル・履歴情報を用いた推移予測」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震津波予測研究開発センター 

センター長 

副主任研究員 

技術スタッフ 

事務主事 

ポストドクトラル

研究員 

堀 高峰 

今井 健太郎 

大林 涼子 

村上 雅亮 

楠本 聡 

 

国立大学法人東京大学地震研究所 

計算地球科学研究センター 

教授 市村 強 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震発生帯研究センター 

専門部長 金松 敏也 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

地質調査総合センター 

連携推進室国内連携グループ 

グループ長 宍倉 正展 

 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

地質情報研究部門 

海洋地質研究グループ 

 

招聘研究員 

（ 首 席 研 究 員 ） 

上級主任研究員 

主任研究員 

池原 研 

 

片山 肇 

杉崎 彩子 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

活断層・火山研究部門 

海溝型地震履歴研究グループ 

 

研究グループ長 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

副研究部門長 

澤井 祐紀 

行谷 佑一 

松本 弾 

谷川 晃一朗 

伊尾木 圭衣 

嶋田 侑眞 

藤原 治 

法政大学 文学部 教授 前杢 英明 

国立大学法人東京大学大学院理学系研究科 准教授 安藤 亮輔 

 

(c) 業務の目的 

過去の地震履歴についての知見を拡充するとともに、地殻変動データと整合する３Ｄ

粘弾性構造モデルを構築し、過去の地震履歴や固着・すべりの現状把握の結果が与えら

れたもとで、現在の応力蓄積状態を推定するとともに、擾乱（半割れ等）が与えられた

際の推移を予測する手法を開発する。そのために、断層すべりによる地殻変動計算と断

層面での応力評価を、３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮して行うための大規模有限要素モデ

ルを、南海トラフを対象として構築するとともに、前回の南海トラフ地震以降の地殻変

動データと整合する物性パラメータを推定した上で、グリーン関数を計算する。また、

断層構成則と組み合わせることで、与えられた固着・すべりの後の推移の計算を実現す

る。履歴については、海域及び陸域の地層の中から過去の地震・津波の痕跡を検出する

とともに歴史地震について史料調査を実施する。陸域では掘削調査等から津波浸水や地

殻変動の履歴を、海域では海底堆積物調査から地震・津波の発生履歴を解明し、その年
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代や拡がりから南海トラフ沿いにおける津波の履歴を解明する。また、史料解析に基づ

いて歴史地震における諸現象をより正確に復元する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度： 

推移予測では３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮した地殻変動計算と断層面での応力評価

を行うための大規模有限要素モデル構築の基礎検討を行った。陸域では駿河湾奥から

九州東部沿岸において掘削調査を行い地震・津波履歴を推定した。海域では御前崎沖

海域において調査航海を実施し、地震・津波履歴の調査を実施した。史料調査では明

応東海地震から昭和東南海・南海地震において現地調査に基づいた史料収集及びその

精査を行った。 

2) 令和３年度： 

推移予測では、応力蓄積過程の計算に必要となる前回の南海トラフ地震からの地殻

変動データの整備を引き続き行うとともに、南海トラフを対象として、３Ｄ不均質粘

弾性構造の曖昧さを考慮した地殻変動計算と断層面での応力評価を行うための大規模

有限要素モデルを構築した。陸域では紀伊～四国沿岸陸域における掘削調査と試料採

取及び既存の掘削試料の解析を行った。海域では日向灘～南九州沖の海底堆積物試料

の分析から日向灘～南九州における地震・津波履歴を推定した。史料調査ではこれま

で得られた史料調査の結果を基に昭和東南海・南海地震の津波波源モデルの再評価を

行った。 

3) 令和４年度： 

推移予測では、令和２・３年度で得られた成果を基に３Ｄ不均質粘弾性構造を考慮

したグリーン関数を求めた。陸域では紀伊～四国沿岸陸域において掘削調査等から地

震・津波の発生履歴を得た。海域では東海〜四国沖における海底堆積物試料の分析か

ら地震・津波の発生履歴を得た。史料調査ではこれまで得られた史料調査の結果を基

に宝永地震及び安政南海地震の津波波源モデルの再評価を行った。 

4) 令和５年度： 

推移予測では、履歴研究に基づいた過去の地震履歴と１(b)の成果にもとづくすべ

り欠損をもとに、初期条件の計算とすべり後の推移予測の試行計算を行う。陸域では

東海～紀伊沿岸陸域において掘削調査から地震・津波の発生履歴を得る。海域では令

和４年度に引き続き、東海〜四国沖における海底堆積物試料の分析から地震・津波の

発生履歴を得る。史料調査では明応東海地震津波に関わる津波痕跡、地殻変動の陸上

調査を実施する。 

5) 令和６年度： 

推移予測では、履歴研究と１(b)の成果にもとづいて更新したプレート間の固着及

びすべり状態を与えたその後の推移予測の試行計算結果をまとめる。陸域では東海～

九州沿岸陸域において補完的な掘削調査を実施し、海域ではこれまで採取した海底堆

積物の分析及び評価を実施する。さらに陸域と海域の成果をまとめて地質試料による

統合地震履歴情報を得る。史料調査では令和５年度までに得られた史料調査の結果を

基に明応東海地震の津波波源モデルの検討を行う。 



54 

 

 

(e) 令和４年度業務目的 

前回の南海トラフ地震からの応力蓄積過程計算準備と過去の地震履歴の拡充を進める。 

このため、応力蓄積過程の計算に必要となる前回の南海トラフ地震からの地殻変動データ

の整備を引き続き行うとともに、南海トラフを対象として、R3 年度に構築した３Ｄ粘弾

性不均質構造の大規模有限要素モデルで地殻変動計算を実施し、観測データと比較する。

また履歴については、陸域では紀伊～九州沿岸での掘削調査等から津波浸水や地殻変動の

履歴、海域では東海〜九州沖海域の試料の分析等から地震・津波の発生履歴について検討

を行う。史料調査では、1498 年明応東海地震から 1946 年昭和南海地震までの津波痕跡

高・地殻変動の史料収集とその精査を引き続き実施するとともに、昭和東南海地震および

南海地震、1854 年安政東海および南海地震の波源モデルの比較から、津波生成域の違い

について検討を行う。 

 

(2) 令和４年度の成果 

① ３Ｄ不均質粘弾性構造モデルを考慮した推移予測手法の開発 

(a) 業務の要約 

応力蓄積過程の計算に必要となる前回の南海トラフ地震からの地殻変動データの整備

を完了した。南海トラフを対象として、R3 年度に構築した３Ｄ粘弾性不均質構造の大規

模有限要素モデルで複数の粘弾性での地殻変動計算を実施し、観測データとして期待さ

れる違いを明らかにした。履歴情報を活用した地震シナリオ検討のための研究協力を開

始した。 

 

(b) 業務の成果 

地殻変動データについては、昨年度入手したデジタルデータ 1,2）に問題がないことを

可視化等を行なって確認した。この地殻変動データと比較するための粘弾性モデルにつ

いて、３次元弾性地下構造の DEM データを改善するとともに、想定し得る複数の粘弾性

構造を導入し、観測データとして期待される違いを検討した。以下では、プレート境界

浅部に沿って大きなすべりが生じるような巨大地震シナリオでの地震時すべり (図２－

３－①－１a) を入力として、複数の粘弾性構造での応答を調べた結果を報告する。 

すべりの向きは N125°E に設定している。R3 年度に構築した３Ｄ粘弾性不均質構造を

用いる。図２－３－①－１b に A-B 断面での粘弾性構造を示した。上盤プレートと沈み

込むプレートは弾性体で、それらの厚さは同じデータにもとづいて 2.5 次元の粘弾性モ

デルで検討をした研究 3）の結果を参照して設定した。沈み込むプレートの下の粘弾性構

造は不明な点が多いので、表２－３－①－１に示した通り５つの場合を用意した。粘性

率については、一様な場合、海と陸で粘性率が異なる場合、さらに沈み込むプレートの

下部に低粘性層（LAB）がある場合を考慮した。図２－３－①－１c は生成された有限要

素モデルであり、拡大図にあるように断層付近は 1km の中に２要素が入る細かい離散化

をしていることで、全体で 1.0 × 109 個の要素の四面体要素で構成されている。 
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図２－３－①－１ (a)観測点分布（●陸域 GNSS、■海域 GNSS-A）と与えた地震時すべ

り分布（コンタ）。A-B 断面に沿った観測点（①〜⑥）の時間変化等を後で示す。(b)A-

B の位置の断面図。Upper Plate と Subducting plate は弾性、それ以外の層は粘弾性。

ケース毎に異なる粘性率を与える。(c)用いたモデル全体と離散化メッシュの拡大図。 

 

表２－３－①－１ 各ケースで仮定した粘性率の値。 

 
 

地震時の水平方向の変位は、地震時すべりと向きと大きさがおおよそ一致し、海溝軸近

傍で大きな変位が生じている(図２－３－①－２a)。すべり領域の下端で沈降し、上端で

隆起するという典型的な地震時の逆断層の変形が起こっている (図２－３－①－２b)。 

図２－３－①－３は図２－３－①－１a で示した観測点における水平方向の地表面変位

速度の時間変化を示している。空間分布としては陸上の観測点①、②、③で海向き（正）

の変位、海側の観測点④、⑤、⑥で陸向き（負）の変位速度になっている。粘性率の低い

層によって、地震直後の変位速度の大きな変化が生じるが、いずれの場合も変位速度は減

衰していく。特に LAB の粘性率が低い case4 では、観測点④、⑤、⑥において地震直後

には 50cm/year 以上の非常に大きな変位速度が生じるが、case2 と case3 は 10cm/year

程度である。case4 の LAB におけるこの急速な粘性緩和は、地震発生から 0.5 年程度経過
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後には変位速度が 30cm/year にまで大きく減衰する。これらのことから、海側に非常に

近い陸上の観測点④及び海底の観測点⑤、⑥では、LAB の粘性率に対して強い示唆を与え

ると言える。また、海洋プレート全体の粘性率が低い case5においては、特に陸上の観測

点①、②、③において海向きの大きな変位速度がみられる。全体の粘性率が高い case1の

場合は変位速度の時間の経過による変化がほとんど見られない。 

図２－３－①－４は前述と同じ観測点における鉛直方向の地表面変位速度変化を示して

いる。空間分布としては陸に近い海側の観測点④のみで沈降（負）、それ以外ではほぼ隆

起（正）の変位速度になっている。水平方向の場合と同じように LAB の粘性率が低い 

case4 では、地震直後において大きな変位速度を示し、急速に減衰していく傾向が表れて

いる。ただし、鉛直方向の変位速度は最大でも 30cm/year 程度であり、水平方向と比較

して変位速度が小さい傾向にある。一方で、水平方向成分では時間による減衰やケースご

との差異がほとんど同じ傾向を示していた観測点②と③や観測点⑤と⑥においても大きく

異なる挙動をみせている。LAB の粘性率の低い case4 においては、観測点③、⑤、⑥では

変位速度が時間によって大きく変化し LAB の低粘性の検知につながることが期待される。 

case ごとになぜこのような違いが生じるかは、鉛直断面での変位場をみることである程

度理解ができる。図２－３－①－５は、測線 AB における鉛直断面での変位場を示してい

る。いずれのケースにおいても、d=-200km 付近（観測点④近傍）で大きな下向きの変位

が生じているが、case4 に関しては、陸向き方向に傾いている。case2 では case1 と比較

して大陸マントルの粘性率が低く設定されていることから、マントルウェッジでの粘性緩

和がより早く進行するため、陸上 (d ≤ −200km、観測点①、②、③) において海側への

変位が大きくなっている。case3 で LAB が存在することによって、case2 と比較して海

側 (d ≥ −200km、観測点④、⑤、⑥) における変位が大きくなっており、特に水平成分

が大きくなっている。case4 においては、LAB 上方の弾性スラブにおける変位がさらに大

きくなり、相対的に他での変位が小さくなる。case5 も海洋プレート全体の粘性率の低下

により変位は非常に大きいが、そのパターンについては case1 に近い。 

 

 

図２－３－①－２ (a)地殻変動の水平成分（色が大きさを定量的に示し、矢印で向きと

相対的な大きさの分布を示す）。(b)地殻変動の鉛直成分。 
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図２－３－①－３ 図２－３－①－１で示した①〜⑥の観測点における地震後の水平変位

速度の時間変化。 

 

 

図２－３－①－４ 図２－３－①－１で示した①〜⑥の観測点における地震後の鉛直変位

速度の時間変化。 
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図２－３－①－５ 図２－３－①－１a の測線 AB における鉛直断面での地震直後から二

年後までの変位場。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

以上のことから、海底地殻変動観測によって粘性の違いを区別することが十分可能であ

ると期待できることがわかった。 

今後の課題として、上記の詳細な地形等を含む粘弾性構造モデルでの地殻変動の応答計

算で精度確認をした結果、断層周辺では 0.5kmの最小要素サイズが必要となる等、当初の

想定以上に計算時間が必要であることが判明した。前回地震からの地殻変動観測データは

陸域に限られるため、観測データとの比較で妥当な粘弾性構造を推定する部分は、地殻変

動データの提供先のグループが進めている、よりシンプルな構造モデルでの検討に加わ

り、その結果を生かすこととした。R5 年度前半には、その結果を詳細な構造モデルに取

り入れる計画である。また、履歴情報を活用した地震シナリオ検討のための研究協力を開

始した。 

さらに、推移予測のための南海トラフの地震履歴の統一モデルに向けた現状を図２－３

－①－６のように整理した。 
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図２－３－①－６ 南海トラフの地震履歴の統一モデルに向けた現状。紀伊半島より東

側を対象にした、海域・陸域の地質痕跡ならびに史料にもとづく地震履歴をどのように統

一するかのイメージ。 
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2） 学会誌・雑誌等における論文掲載 

掲載した論文（発表題目） 発表者氏名 

発表した場

所（学会

誌・雑誌等

名） 

発表し

た時期 

国内・

外の別 

Impact of Ambiguity of 

Physical Properties of 

Three-Dimensional 

Crustal Structure 

Model on Coseismic 

Slip and Interseismic 

Slip Deficit in the 

Nankai Trough Region 

Murakami  

Tsuyoshi Ichimura 

Kohei Fujita 

Takane Hori 

Yusaku Ohta 

GeoHazards 2022.4 国外 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1） 特許出願 

なし 

2） ソフトウエア開発 

なし 

3） 仕様・標準等の策定 

なし 

 

② 海底堆積物を用いた地震・津波履歴情報の整備 

(a) 業務の要約 

南海トラフ沿いで発生する巨大地震・津波に伴って形成されるイベント堆積物を海底堆

積物中から認定し、その堆積間隔から地震発生履歴を推定するために御前崎沖、紀伊半島

沖及び日向灘から採取された海底堆積物コアの分析を行った。御前崎沖のコアでは、堆積

年代決定のため相対地球磁場強度記録の検討を行い、コア中に磁性鉱物の粒径や形状の変
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化する層準を確認した。その結果、相対地球磁場強度記録の利用においては、磁性鉱物の

特徴が異なる区間毎に区分して行う必要がある事が分かった。また、この地点でのタービ

ダイトがどのような地震を記録しているかを検討するため、同じ地点から新たに採取され

た不擾乱表層堆積物の年代測定を行った。その結果、1944 年昭和東南海地震に対応する

明確なタービダイトは確認できず、掘削コア中に多数認められる明確なタービダイトは東

海沖まで破壊が及んだ地震を記録している可能性が示唆された。日向灘の表層コアの解析

では、火山灰の対比から 1662 年寛文日向灘地震によると考えられるタービダイトの挟在

が示唆されたが、最表層のタービダイトについては歴史地震との対応を確認できていな

い。紀伊半島沖のコアでは、火山灰の対比から歴史地震に対応する可能性のあるイベント

堆積物が認められたが、今後年代測定を追加する必要がある。 

 

(b) 業務の実施方法 

 海底堆積物中の地震・津波イベント堆積物の認定とこれに基づく南海トラフ沿いの地

震・津波履歴の情報整備のため、令和４年度は令和２年度・３年度に引き続き、海洋研

究開発機構の地球深部探査船「ちきゅう」の Expedition912 により御前崎沖で採取され

た掘削コアの分析と解析を実施した。「ちきゅう」により採取された掘削コア C9035 

Hole A と C9035 Hole B 中に挟在するタービダイトを用いた地震・津波履歴の解明にあ

たっては、詳細な堆積年代モデルの構築とイベント堆積物の堆積プロセスの推定が重要

である。そこで年代モデルの構築について、高感度パススルー型超電導磁力計による残

留磁化測定の詳細解析を実施した。また、タービダイトがどのような地震の記録である

のかは、地点毎に異なる可能性があるので、御前崎沖、日向灘及び紀伊半島沖から採取

された堆積物コアの火山灰分析と年代測定を行い、コアに挟在するタービダイトと歴史

地震との対応を検討した。 

 

(c) 業務の成果 

海溝型巨大地震の震源の多くは海底下にある。このため、もっとも大きな地震動とそ

れに伴う変動は震源近傍の海底で起こると考えられる。海底での大きな震動は海底堆積

物粒子の再配列を引き起こし、粒子間の間隙を埋める水（間隙水）の圧力を上昇させ、

粒子を間隙水中に浮かせることで海底堆積物の強度を弱化させ、海底地すべりを発生し

やすくする。また、地震の大きな震動や浅海に侵入した津波は、未固結の海底表層堆積

物を巻き上げ、再移動させる１）、２）。このような地震や津波に伴う海底での土砂の再移

動は、堆積物粒子を含んだ、周囲の海水よりも密度の大きい水塊として、重力の効果に

より海底斜面を流れ下る堆積物重力流によると考えられ、斜面やその基部では水中土石

流堆積物やタービダイトを堆積させる。これらの地震・津波起源で形成された堆積物

（イベント堆積物と呼ばれる）は平常時に海底に堆積する泥とは異なる粒度組成や堆積

構造を持つことが知られている３）、４）ので、海底堆積物中からイベント堆積物を認定

し、その堆積年代を決めることで過去の地震や津波の発生時期を特定できる可能性があ

る５）、６）、７）。本課題では、南海トラフ沿いの海域を対象に、海底堆積物中の地震・津

波起源のイベント堆積物からこの海域の地震・津波の発生履歴情報を得ることが目的と

なる。 
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図２－３－②－１ 「ちきゅう」及び「かいれい」による御前崎沖試料採取地点 

 

掘削コア C9035 Hole A と C9035 Hole B は、静岡県御前崎沖の金洲ノ瀬トラフから

「ちきゅう」により採取された試料である（図２－３－②－１）。今回は C9035 Hole 

A コアの全体（長さ 10m）と C9035 Hole B コアの上部 42m を用いた。いずれのコアに

も多数の砂質堆積物の挟在が確認され、下面が明瞭かつ侵食的で、上方へ細粒化する構

造などから、堆積物重力流の一つである混濁流から形成されたタービダイトと解釈され

る。タービダイトの砂質部分の上位にはわずかに上方に細粒化する生物擾乱を持たない

泥が存在し、タービダイト泥と判断される。コア記載と令和２年度と３年度に実施した

年代測定結果に基づけば、C9035 Hole B コアのタービダイトの枚数は約 200 枚、コア

基底の年代は４〜4.5 万年であるので、タービダイトの平均堆積間隔は、200 年強とな

る。また、このコアの平均堆積速度は 1m/千年程度と見積もることができる。 

このような早い堆積速度の場では、古地磁気永年変動曲線がコア間対比や堆積年代の

推定に有効である８）。このため、令和２年度と３年度に引き続き、古地磁気測定とその

結果の解析を進めた。令和４年度には地磁気方位が安定である成分のみを抽出するため

主成分解析を実施し、この作業は継続中である。さらに相対地球磁場強度記録を使った

堆積年代決定も有効である可能があるため、これについて検討を行なった。相対地球磁

場強度記録を堆積物から復元するには、磁化強度を規格化する堆積物中の磁性鉱物の粒

径や形状といったパラメータが一定である事が条件である。この確認のため、非履歴性

残留磁化（ARM）と等温残留磁化（IRM）といった人工磁化を使って磁性鉱物の特性の深

度方向への変化を検討した。ARM/IRM のプロファイル（図２－３－②－２）は、コア深

度 16m 付近で大きな振幅から小さな振幅に変化し、深度 39m 以下で振幅が再び大きくな

る。これらの変化は磁性鉱物の粒径や形状など変化に起因していると考えられ、相対地

球磁場強度記録を検討する際には、特徴が異なる区間毎に区分して行う必要がある事が

分かった。 
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図２－３－②－２ 非履歴性残留磁化(ARM)と等温残留磁化(IRM)の比を使った磁気特性パ

ラメータ。青線（ARM/IRM）は消磁データを含まない値、赤線（Slope ARM-IRM）は消磁

データも使って計算したパラメータで、どちらも振幅の変化する深度は同じである。

Depth (m CSF-B)はコアの深度（m）を表す。 

 

地層記録からの地震・津波履歴の解読においては、その場に残されたイベント堆積物

がどの程度の規模の地震・津波の記録であるかの理解が重要である。この目的のため、

令和２年度に C9035 Hole A 及び C9035 Hole B コアの表層部分についての放射性セシ

ウムと過剰鉛-210 の測定を実施したが、測定試料から放射性セシウムは検出できず、過

剰鉛-210 のアクティビティも低く、年代の特定に至らなかった（図２－３－②－３）。

この原因として、この場所には最近の海底堆積物の堆積がないか、これらのコアでは最

表層の海底堆積物が回収されていない可能性が考えられた。そこで、海洋研究開発機構

の「かいれい」による KR21-20 航海において、掘削地点で不擾乱表層堆積物試料 KR21-

20 MC01 が採取された。この試料の X 線 CT 装置による画像と肉眼観察結果によれば、深

度８〜10cm 付近にやや粗粒なシルトのパッチが散在するが、明瞭な砂層は確認されなか

った。放射性セシウムと過剰鉛-210 の測定結果は、図２－３－②－４にまとめられる。

放射性セシウムは深度４〜５cm の層準以外では検出できなかったが、過剰鉛-210 のア

クティビティは「ちきゅう」掘削試料のそれら（図２－３－②－３）よりも大きく、検

出限界（約２dpm/g）が深度約 16cm に位置することがわかった（図２－３－②－４）。

過剰鉛-210 の検出限界はおおよそ 100 年前に相当し９）、放射性セシウムの検出はこの

層準が大気核実験起源の放射性セシウムが日本で最初に検出された 1955 年以降 10）、11）

であることを示唆する。また、KR21-20 MC01 と C9035 Hole B コアの過剰鉛-210 アク

ティビティの数値から、C9035 Hole B コアでは、最上部の 10cm 程度が回収されていな

い可能性がある。以上の結果を踏まえると、この地点では 1944 年昭和東南海地震は、

明瞭なタービダイトとしては残されていないことが判明した。深度８〜10cm 付近に散在

するやや粗粒なシルトのパッチは、放射性セシウムの検出層準より下位（1955 年よりも

前）にあり、過剰鉛-210 の検出限界の上位（およそ 100 年前よりも後）にあることか

ら、1944 年昭和東南海地震によるものである可能性はあるが、厚さ数 cm 程度の砂層を

基底とし、その上位の厚さ 20〜30cm の塊状の泥とセットを構成する C9035 Hole A や

C9035 Hole B コアに挟在するタービダイト（図２－３－②－３）とは厚さや構造が異

なり、同じ規模の地震記録とは考えにくい。したがって、御前崎沖の掘削地点では、
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1944 年昭和東南海地震では C9035 Hole A や C9035 Hole B コアで認められるようなタ

ービダイトを形成したとは言えず、C9035 Hole A や C9035 Hole B コアに挟在するター

ビダイトを形成した地震は、より規模の大きな混濁流を掘削地点の上部の斜面域で発生

し得る大きな揺れを伴う地震であったと考えられる。1944 年昭和東南海地震の破壊域

は、御前崎沖よりも西方で止まったと考えられている 12）ので、タービダイトはより東

方の東海セグメントまで破壊が及んだ地震により形成されたと考えられる。この結果

は、令和３年度までで得られた C9035 Hole B コアに見られる過去４〜4.5 万年間に約

200 枚（約 200 年に一枚）というタービダイトの堆積間隔が、東海セグメントまで破壊

が及んだ地震の平均的な発生間隔である可能性を示唆する。 

 

 

図２－３－②－３ 御前崎沖から採取された C9035 Hole A 及び C9035 Hole B コア最上

部の過剰鉛-210 の測定結果（令和２年度報告書より引用）。黄色はタービダイト砂層、

灰色はタービダイト泥層、白は半遠洋性泥を示す。 
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図２－３－②－４ 御前崎沖から採取された「かいれい」KR21-20 MC01 コアの X 線 CT 画

像と放射性セシウム及び過剰鉛-210 測定結果。放射性セシウムは深度４〜５cm のサンプ

ルからのみ検出された。 

 

同様な歴史地震との対比を日向灘と紀伊半島沖から採取されたコアについても検討し

た。「かいれい」の KR18-12C 航海で日向灘から採取された KR18-12C PL05 コアには 1

枚の薄い火山灰層とその上位に２枚のタービダイトが確認される（図２－３－②－

５）。この火山灰層は、火山ガラスや構成鉱物の組成から、1471 年桜島文明噴火の火山

灰であることが判明した。現時点では、放射性セシウムや過剰鉛-210 の測定結果はない

が、宮崎平野では 1471 年桜島文明火山灰の上位に 1662 年寛文日向灘地震による津波堆

積物が知られており 13）、タービダイトはこれに対比される可能性がある。一方、KR18-

12C PL05 コアの表層部に認められるタービダイトも日向灘地震により形成された可能性

があるが、最近のどの日向灘地震に対比されるかはわからない。今後、放射性セシウム

と過剰鉛-210 の測定によって２つのタービダイトの歴史地震との対応関係が明らかにな

ると期待される。 
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図２－３－②－５ 日向灘から採取された「かいれい」KR18-12C PL05コアの採取位置、

柱状図（灰色のハッチがタービダイト）、軟 X 線写真と火山灰分析結果。Sz-Bm；桜島文

明火山灰。 

 

紀伊半島沖から「かいれい」の KR21-20 航海で採取されたコア中にも、1471 年桜島

文明火山灰の挟在が確認された（図２－３－②－６）。KR21-20 PC01 や PC03 コアで

は、この火山灰の下位と上位にイベント堆積物と考えられる粗粒層が位置し、歴史地震

に対応する可能性がある。採取地点の水深が浅い PC01 コアでは、堆積物中に浮遊性有

孔虫が含まれているので、今後これを用いた放射性炭素年代測定により、イベント堆積

物の堆積年代や堆積間隔を明らかにできると期待される。一方、水深の深い PC03 コア

では炭酸塩粒子が溶解してしまっているため、浮遊性有孔虫での年代測定は困難であ

る。桜島文明火山灰直下で行われた、通常時の堆積物である半遠洋性泥中のバルク有機

物を用いた放射性炭素年代測定値（5040 年前）は、バルク有機物の年代値の持つ古い年

代へのオフセット（KR21-20 PL01 や PL02 コアのコアトップ及び桜島文明火山灰上下の

年代値から見積もると 2300 年程度）を考慮しても、古い年代を示し、堆積年代の推定

に使用するのは難しく、PC03 コアのこの火山灰層直下のタービダイト層と歴史地震との

対比は現状では困難である。 
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図２－３－②－６ 紀伊半島沖から「かいれい」KR21-20 航海で採取されたコアの柱状図

と火山灰分析及び年代測定結果。灰色はタービダイト、ピンクは火山灰を示す。Sz-Bm；

桜島文明火山灰、K-Ah；鬼界アカホヤ火山灰。三角はバルク有機物を用いた放射性炭素

年代測定実施層準を示し、白抜け三角はタービダイト泥の層準であることを示す。数字は

バルク有機物の放射性炭素年代値、斜字体はタービダイト泥の年代値であることを示す。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

以上のように、令和４年度の海底堆積物コアの分析結果から以下のことがわかった。 

昨年度までの御前崎沖の「ちきゅう」による掘削コアの分析により、４〜4.5 万年間

に約 200 枚のタービダイトが連続的に堆積していることが明らかとなっていたが、表層

堆積物コアの分析結果から、この場所では 1944 年昭和東南海地震の明瞭なタービダイ

ト記録がないことが判明した。掘削コアに挟在する明瞭なタービダイトは、より東方ま

で破壊が及んだ地震を記録している可能性が示唆された。掘削コアのより確実な年代モ

デルの構築のため、古地磁気記録の詳細解析を実施したところ、磁性鉱物の粒径や形状

の変化によると考えられるシグナルが見つかった。令和３年度にはタービダイトの給源

の変化が底生有孔虫の分析結果から判明しており、地震時に堆積物を供給する斜面域の

環境変化の影響が示唆されている。このような地震時の堆積物供給の背景となる環境変

化が地層中の地震記録に影響を与えるか否かの検討は十分でなく、今後さらに検討が必

要である。 

日向灘と紀伊半島沖の海底表層堆積物コア中には、九州桜島の歴史噴火の火山灰の挟

在が認定された。これらのコア中のタービダイトは歴史地震に対応する可能性が高く、

今後より詳細な年代測定を行うことで、歴史地震との対応を確認することが重要であ

る。観測などから断層パラメータが決定あるいは推定されている歴史地震が特定されれ
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ば、コア試料採取地点近傍の斜面域における地震動が推定でき９）、それぞれの地点でタ

ービダイトを形成する地震の特徴を特定できる可能性がある。これらとより長いコアで

の履歴情報を統合することが、海底堆積物からの地震履歴の解読においては重要であ

る。 
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③ 陸域における地震・津波履歴調査 

(a) 業務の要約 

陸域における地震・津波の履歴調査は、紀伊半島から四国にかけての沿岸の３地域に

おいて、掘削調査及び既存の堆積物コア試料の分析を実施した。 

三重県南伊勢町では既存試料の年代分析から過去の巨大津波による浸水履歴の復元を

行った。調査地である「こがれ池」の湖底堆積物の採取、年代測定、珪藻分析について

は昨年度までに完了しており、今年度は浸水年代を推定するためのベイズ統計を用いた

Age-Depth モデルの見直しを行った。こがれ池には、過去約 3000 年間に形成された 19

枚のイベント堆積物が保存されていた。昨年度までの各種分析の結果、19 枚のうち 14

枚は、津波または低頻度の非常に大きなストームによって堆積したと考えられた。今年

度行った Age-Depth モデルの構築に基づき、14 枚のうち６枚が南海トラフで発生した

歴史地震による津波堆積物の可能性があると結論付けられた。 

和歌山県東牟婁郡那智勝浦町下里地区の沿岸低地では、巨大津波による浸水履歴解明

のため、６地点 13 孔でジオスライサーによる掘削調査を実施した。また、沿岸低地か
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ら南へ約 500ｍ離れた天満地区の池では、19 地点においてハンドコアラーによる掘削調

査を実施した。その結果、表層下約 1.9ｍまでの地層の中に、泥炭層と互層をなす複数

の薄い砂層や、層厚数十 cm の厚い砂層が認められた。これらの砂層には貝殻片や有孔

虫など海棲生物遺骸が含まれていることから、この地域に津波が浸水したことを示すイ

ベント堆積物である可能性がある。 

高知県南国市の物部川西岸に分布する浜堤の発達過程を明らかにすることを目的とし

て、令和３年度に浜堤上で行った掘削調査により採取した堆積物試料の光ルミネッセン

ス（OSL）年代測定や放射性炭素年代測定などを実施した。年代測定結果から、浜堤は

過去約 6000 年間を通じて成長し、約 3000 年前までは上方へ成長、それ以降は側方（主

に海側）へ成長したと考えられる。浜堤が側方へ成長し幅が広くなる年代は、浜堤背後

の低地でイベント堆積物が確認されていない年代とほぼ同時期である。また、浜堤背後

の海岸低地において津波の浸水履歴を明らかにすることを目的として、令和３年度に採

取したボーリングコアの層相観察や放射性炭素年代測定などを実施した。浜堤背後の低

地では約 6000～2000 年前にかけてシルト～粘土層や泥炭層が継続して堆積し、挟在す

るイベント砂層が約 5700～5300 年前に堆積したことが明らかになった。 

 

(b) 業務の成果 

1） 三重県南伊勢町・こがれ池 

こがれ池(図２－３－③－１)で採取した堆積物からは、19 枚のイベント堆積物

（上位から順に、E1-E19 と定義）が見つかっている。昨年度までに、肉眼及び CT 画

像による堆積構造の観察、年代測定等の各種分析を実施済みであり、19 枚のイベン

ト層のうち 14 枚のイベント層（E1-E9 及び E12-E16）が、「津波」または「低頻度

の非常に大きなストーム」により形成されたことが示唆された。こうした海水の侵入

がいつ発生したのかを推定するために、堆積曲線（Age-Depth モデル）の推定を行っ

た。堆積曲線の作成には、ベイズ統計を用いた年代統計学のパッケージである

Bchron1)，2）を利用した。 

構築された Age-Depthモデルと各イベント層の堆積年代は、それぞれ図２－３－③

－２と表２－３－③－１の通りである。モデル構築においては、イベント堆積物は瞬

時に堆積したとみなしているため、各イベント堆積物の層厚はコアログから差し引い

ている。図２－３－③－２及び表２－３－③－１における各イベント堆積物の深さ

（Depth）は、この補正を行った後の値である。これまでに同様のプログラムを用い

て Age-Depth モデルの構築を行っている研究でも、この補正は取り入れられている 3)，

4）。また、モデルの構築は 3 回行っており、堆積年代は３回の結果の平均値により算

出した。 

「津波」または「低頻度の非常に大きなストーム」で形成されたと考えられた、

E1-E9 及び E12-E16 のうち、E1 から E9 については、南海トラフにおける地震・津波

の歴史記録が残存している期間（歴史時代）に形成されたイベント堆積物であること

が分かった。このうち、E2 の堆積年代（1616–1793 CE）が 1707 年宝永地震と重複

していた。また、E3 の堆積年代（1567–1701 CE）及び E4 の堆積年代（1523–1616 

CE）が 1606 年慶長地震を含んでいた。同様に、E5 の堆積年代（1461–1564 CE）、
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E7 の堆積年代（1088–1249 CE）、E8 の堆積年代（710–898 CE）、E9 の堆積年代

（682–809 CE）が、それぞれ 1498 年明応地震、1096 年永長地震、887 年仁和地震、

684 年白鳳地震と重複していた。このことから、E2、E3 または E4、E5、E7、E8、E9

の６枚は南海トラフで発生した地震による津波堆積物の可能性がある。 

先史時代に形成されたイベント堆積物 E12-E16 については、先行研究によって明ら

かにされている地震・津波の地質痕跡と対比を行った。E12 (1493-1364 cal yr BP)、

E13 (1545-1395 cal yr BP)、E14 (1557-1400 cal yr BP)は、志島低地で見つか

った津波堆積物 Sand D (1400-1300 cal yr BP)と年代が重なっていた 5）。また、

E15（2243-1948 cal yr BP）と E16（2604-2363 cal yr BP）は同研究で報告され

ている Sand F（2660-2190 cal yr BP）と同時期に形成されたと考えられた。E15 に

ついては、紀伊半島南岸で報告されている約 2200 cal yr BP の海岸隆起痕跡とも年

代が一致していた 6)。 

 

 

 

図２－３－③－１ 分析を行った湖底堆積物が採取されたこがれ池の位置。基図は国土地

理院の地理院地図を使用。 
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図２－３－③－２ Bchron によるこがれ池の湖底堆積物についての Age-Depth モデル。

モデル構築においては、イベント堆積物は瞬時に堆積したとみなしているため、各イベン

ト堆積物の層厚はコアログから差し引いている。 

 

表２－３－③－１ Age-Depth モデルによって推定された E1-E19 の堆積年代。 

Core 

location 

Name of 

event 

deposits 

Depth 

[cm] 

Calibrated 

depositional age 

(95 % credible 

interval, 

cal yr BP) 

Calibrated 

depositional age 

(95 % credible 

interval, 

cal yr CE / BCE) 

K–4 E1 46.9 193–-38 1757–1988 CE 

K–4 E2 109.8 334–157 1616–1793 CE 

K–4 E3 119.6 383–249 1567–1701 CE 

K–4 E4 136.3 427–334 1523–1616 CE 

K–4 E5 146.5 489–386 1461–1564 CE 

K–4 E6 168.8 775–636 1175–1314 CE 

K–4 E7 181.3 862–701 1088–1249 CE 

K–4 E8 219.5 1240–1052 710–898 CE 

K–4 E9 229.3 1268–1141 682–809 CE 

K–4 E10 248.4 1345–1275 605–675 CE 

K–4 E11 257.5 1387–1317 563–633 CE 

K–4 E12 276.9 1493–1364 457–586 CE 



74 

 

K–4 E13 285 1545–1395 405–555 CE 

K–4 E14 286.7 1557–1400 393–550 CE 

K–4 E15 320.3 2243–1948 293 BCE – 2 CE 

K–4 E16 330.5 2604–2363 654–413 BCE 

K–4 E17 349.3 2926–2520 976–570 BCE 

K–4 E18 357.4 2990–2530 1040–580 BCE 

K–4 E19 364.2 3037–2537 1087–587 BCE 

 

2） 和歌山県那智勝浦町 

和歌山県東牟婁郡那智勝浦町下里地区の沿岸低地では、６地点 13 孔においてジオ

スライサーにより最大深度 1.9ｍまでの連続柱状堆積物の地質試料採取を実施し、さ

らに掘削地点周辺の地形を VRS とトータルステーションを用いて測量した（図２－３

－③－３、２－３－③－４）。この沿岸低地は奥行 200ｍ、最大幅 50ｍ程度の北東－

南西方向に延びる谷底に位置し、標高（T.P.）は約 1.6－2.5ｍである（図２－３－

③－４）。この沿岸低地のうち標高約 2.1－2.3ｍの範囲に６か所の掘削地点を設定

し、長さ 2.1ｍのハンディジオスライサーを用いて各地点２－３本の連続柱状試料を

得た（図２－３－③－５、表２－３－③－２）。その結果、谷底の沿岸低地のほぼ中

央に位置する Loc. 3 で採取されたジオスライサー試料 SS-05 では、以下のような層

序が観察された。表層位置から深度６cm までは試料がみられないが、掘削時に堆積

物が短縮した影響の可能性がある。深度６－20cm までは多数の根茎が含まれている

含水率の高い粘土層であり、深度 20－44cm は若干の根茎がみられるややしまった泥

層である。深度 44－60cm はしまりの良いシルト質極細粒砂層であり、部分的に有機

質である。深度 60－113cm は明灰色から暗灰色の淘汰の良い細粒砂層であり、貝殻片

が含まれている。また厚さ１㎝程度の泥炭層を５枚挟むほか、厚さ数㎜の泥炭層を葉

理状に多数挟んでいる。深度 113－190cm は淘汰の良い白色細粒砂層であり、巻貝・

二枚貝の貝殻片や有孔虫を多数含んでいる。SS-05 以外のジオスライサー試料におい

ても、深度の違いや層相に若干の違いはあるものの、ほぼ同様の層序が確認された。 

和歌山県東牟婁郡那智勝浦町天満地区の池では、19 地点においてハンドコアラー

を使用し、表層下約１ｍまでの層序を確認するとともに、VRS を用いて掘削地点周辺

の地形を測量した（図２－３－③－３、２－３－③－６）。この池は、北北東-南南

西に延びる奥行 600ｍ、最大幅 200ｍ程度の北北東－南南西方向に延びる谷の内陸側

に位置する。池の底面は標高約 1.4－1.9ｍとおおよそ平坦であり、標高約 5.2ｍの高

まりによって太平洋（2021 年 12 月 21 日 14 時頃の近傍の海面は標高約 0.7ｍ）と境

されている（図２－３－③－６）。この池の中に、およそ南－北方向と東－西方向に

延びる２本の測線を設定し、測線上でそれぞれ 12 か所及び８か所（うち、交点１か

所；計 19 地点）においてハンドコアラーを用いた掘削調査を行った（図２－３－③

－７）。池の底の地形の影響により深度の違いはあるものの、ほとんどの地点におい

て下位から巻貝・二枚貝の貝殻片や有孔虫を多数含んだ淘汰の良い白色細粒砂層、層
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厚数㎜－数 cm 程度の泥炭層・葉理を互層状に挟む淘汰の良い細粒砂層、やや泥質な

細粒－極細粒砂層、粘土やシルトなどの泥質堆積物が累重する層序が確認できた。 

那智勝浦町における調査では、下里地区と天満地区の２地域において深度は異なる

ものの、ほぼ同様の層序を確認することができた。特に各地点の下部にみられる海棲

生物遺骸を含んだ砂層や、泥炭層と互層をなす砂層は、この地域に津波が浸水したこ

とを示すイベント堆積物である可能性がある。 

 

 
図２－３－③－３ 調査地の位置図。基図は国土地理院の地理院地図を使用。 

 

 

図２－３－③－４ 下里地区の沿岸低地における掘削地点と測量結果。基図は国土地理院

の地理院地図を使用。 
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図２－３－③－５ 下里地区の沿岸低地で採取されたジオスライサー試料。 
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図２－３－③－６ 天満地区の池周辺の測量結果。基図は国土地理院の地理院地図を使用。 

 

 

図２－３－③－７ 天満地区の池においてハンドコアラーで確認された層序。矢印は２つ

の測線の交点を示す。基図は国土地理院の地理院地図を使用。 
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表２－３－③－２ ジオスライサー掘削地点と試料名 

地点名 
標高 T. P.

（ｍ） 
試料名 試料長（ｍ） 

Loc. 1 2.100 
SS-01 1.60 

SS-02 1.90 

Loc. 2 2.110 
SS-03 1.70 

SS-04 1.80 

Loc. 3 2.131 

SS-05 1.90 

SS-06 1.90 

SS-07 1.86 

Loc. 4 2.216 
SS-08 1.90 

SS-09 1.78 

Loc. 5 2.222 
SS-10 1.58 

SS-11 1.93 

Loc. 6 2.327 
SS-12 1.40 

SS-13 1.85 

 

3） 高知県南国市 

調査地域は高知県南国市の十市及び浜改田地区の海岸沿いに東西方向に分布する浜

堤と、その背後（北側）の海岸低地である（図２－３－③－８）。この浜堤は、物部

川河口の西岸から高知市の浦戸湾東岸まで約 12km にわたって分布し、調査地域の浜

堤頂部の標高は約 12ｍ、海岸線と直交方向の幅は 400～500m 程度である。浜堤背後

の低地は、物部川下流域の扇状地性の平野から丘陵によって隔てられ、洪水など河川

による影響を受けにくい環境である。 

本年度は、浜堤及び背後の低地において採取した堆積物試料の層相観察や放射性炭

素年代測定、浜堤を構成する砂層の OSL 年代測定などを実施した。堆積物試料はいず

れも昨年度実施した掘削調査で採取したもので、OSL 年代測定に用いた砂質堆積物は、

浜堤上に南北方向に設定した地中レーダ（GPR）探査測線に沿って、ハンドオーガー

を用いて採取した（15 地点、深さ最大６m）。測定には堆積物中から抽出した長石粒

子を用い、 IRSL（赤外光励起ルミネッセンス）信号を２種類の方法（IR50 及び

pIRIR150）で測定した。本報告では、層位の上下関係とも矛盾が少なく、年代の誤

差が比較的小さい IR50 によって得られた年代値を基に議論を行った。 

 

a) 浜堤の地形発達調査 

Y－Y”測線沿いの浜堤頂部にあたる地点 B1（２－３－③－８、標高 11.28m）に

おけるボーリング柱状図を図２－３－③－９に示す。B1 地点の地質は、地表から

標高約-1.6m まで中～粗粒砂を主体とし細礫の混じる砂層である。標高約６m には

下限に明瞭な地層境界を持ち上方細粒化する層厚約 15cm の細礫質層が見られる。

また、標高約-0.3m には層厚約 10cm の砂質シルト層を挟在する。標高約 0.5m の

炭化物からは 5740–5600 cal yr BP の年代が得られた。標高約-1.6～-4.6m は砂

礫層で最大 50mm の礫を含み、標高約-3.7～3.9m にはシルト質砂層を挟む。標高

約-4.6～-6.2m までは礫を含む中粒～粗粒砂主体の砂層で、標高約-4.8m の果実

は 7560–7420 cal yr BP の年代を示す。標高約-6.2～-12.1m は亜角～亜円礫主
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体とする砂礫層、標高約-12.1～ -14.6m はシルト～粘土層、標高約-14.6～ -

18.8m は亜角～亜円礫主体とする砂礫層となる。この砂礫層には長径 120mm 以上

の大礫も含まれる。標高約-18.8～-23.9m はシルト～粘土層が主体となり、一部

には砂礫層を挟在する。標高約-21～-22.3m のシルト～シルト質砂層には木片な

どの有機物が多く含まれる。標高約-23.9～-24.2m は砂礫層、標高約-24.2～-

25.7m は風化した基盤岩となる。標高約-19.8m、-22m、-22.3m の木片や炭化木片

から得られた年代値は、いずれも放射性炭素年代測定の適用範囲より古い＞43500 

yr BP を示した。 

 

 

図２－３－③－８ 高知市南国市の調査地域。地中レーダ探査の測線と掘削地点を示す。

基図には地理院地図を使用。 
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図２－３－③－９ 地点 B1 におけるボーリング柱状図。 

 

地中レーダ探査によって得られた、X－X’、Y－Y”測線（図２－３－③－６）

の反射断面のトレース図と OSL 年代測定結果を図２－３－③－10 及び図２－３－

③－11 に示す。X－X’測線では浜堤の海側～陸側の地点で広く年代測定を行い、

Y－Y”測線では浜堤頂部（Y’）付近で重点的に実施した。 

Y－Y”測線の Y’地点付近の約 400m の区間の３地点からは約 4500～1000 年前

の OSL 年代（本報告では IR50 による年代値を使用）が得られた（図２－３－③－

10）。得られた年代値はそれぞれの掘削地点で下位から上位へ若くなる傾向を示

し、反射面のトレースから解釈される砂層の塁重関係と一致する。ハンドオーガ

ーで得られた最も下位の標高４～５m（地表面から約 6m）の試料は約 4500～4000

年前の年代を示した。機械ボーリングによって得られたさらに下位の標高約 0.5m

の炭化物は 5740–5600 cal yr BP を示しており、OSL 年代とも矛盾しない。浜堤

頂部に最も近い地点（Y－Y”測線上の海岸沿いから約 310m）では深度約１m から

約 3000～2600 年前の年代が得られた。一方、浜堤頂部の海側（海岸沿いから約

300m）の深度約２m 及び陸側（海岸沿いから約 340m）の深度約３m から得られた

年代は、それぞれ 1300～1100 年前と 2800～2400 年前と、両者ともに浜堤頂部よ

り新しい年代を示した。浜堤内部の反射面は、浜堤頂部より海側（南側）では海

側に、陸側（北側）では陸側にそれぞれ傾いており、反射面は南北両方向に付加

していくように解釈される。上述の年代はこの解釈と合致する。 
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図２－３－③－10 Y－Y”測線北部の反射断面のトレース図と年代測定結果。測線位置

は図２－３－③－８を参照。 

 

X－X’測線では、浜堤頂部からは年代が得られなかったが、浜堤の海側から陸

側を縦断する７地点で年代を得た（図２－３－③－11）。明らかになった年代は

約 2700～200 年前で、Y－Y”測線と同様にほとんどの掘削地点で上位ほど若い年

代が得られたが、Y－Y”測線の浜堤頂部付近より若い年代が多数を占めた。浜堤

頂部の陸側（X－X’測線上の海岸沿いから約 320～350m）の２地点からは約 2700

～1100年前、浜堤頂部の海側（X－X’測線上の海岸沿いから約 20～220m）の５地

点からは約 2400～200 年前の年代値が得られ、特に海岸沿いから約 20～150m の３

地点の試料（深度４m 以浅）は全て、陸側の２地点より新しい年代を示した。浜堤

頂部より南北両側の地において新しい年代が得られる傾向は Y－Y”測線と同様

で、浜堤構成層の付加する方向と一致している。 

これらの X－X’及び Y－Y”測線から現状得られている年代値を基にすると、本

地域の浜堤は以下のような過程で成長したと考えられる。①約 6000～3000 年：現

在の浜堤頂部付近で砂層が上方へ標高 10m 程度まで成長し浜堤の基部が形成され

る。②約 3000～2000 年前：砂層が陸側（北側）へ付加する。③約 2000 年前以

降：砂層が海側（南側）へ付加する。以上のように、浜堤は約 3000 年前頃まで上

方へ成長し、その後は側方へ成長したと推定される。浜堤背後の低地で行われた

津波堆積物調査では、約 6000～2400 年前には見られたイベント堆積物が約 2400

～900 年前に確認されていない（Tanigawa et al., 2018）。このイベント堆積

物が確認されていない期間は浜堤が側方へ成長する期間と概ね一致しており、浜

堤の南北方向への成長が、津波などの内陸への浸水に影響を及ぼした可能性も考

えられる。 
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図２－３－③－11 X－X’測線の反射断面のトレース図と年代測定結果。測線位置は図

２－３－③－８を参照。 
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b) 浜堤背後の低地における掘削調査 

地点 B2（図２－３－③－８、標高３m）におけるボーリング柱状図を図２－３－

③－12 に示す。B2 地点の地質は、地表から標高約 2.3m までは耕作土及び盛土、

標高約 2.3～２m は砂礫質シルト層、標高約２～１m は有機質シルト層である。標

高約 1～-0.1m は泥炭層で間に６つのシルト層を挟む。泥炭層の下位は標高約-

0.5m まで有機質シルト層となり、この間にも３つのシルト層が挟在する。これら

のシルト層の層厚は数センチ程度のものが多く上下の地層と異なり有機物が少な

い。また、泥炭層と有機質シルト層の間には、上下に明瞭な地層境界をもつ層厚

３cmの細粒砂層が挟在する。有機質シルト層以下は標高約-0.5～-1.35mがシルト

層、標高約-1.35～-２m が粘土層となり、標高約-1m には層厚約５cm の有機質シ

ルト層が挟在する。得られた放射性炭素年代から、標高約-１～２m の地層は約

6300～2000 cal yr BP に形成されたとみられる。泥炭及び有機質シルト層の挟在

する複数のシルト層（標高約-0.3～0.6m）は約 5700～4800 cal yr BP に、標高

約-0.1m の砂層は約 5700～5300 cal yr BP に堆積したと推定される。 

B2 地点の西隣の低地（南国市十市、図２－３－③－８）でも、B2 地点と同様に上

位に有機質粘土層～泥炭層、下位にシルト～粘土層が分布し、地層境界も標高 0～

-1m に存在する 7)。このことは、過去約 6000 年間にわたってこれらの低地表層の

堆積物が同様の環境下で堆積し、特に最近約５千年間は湿地のような環境が継続

したことを示す。一方で、Tanigawa et al. (2018)で有機質層中に複数報告され

たイベント砂層は B2 地点では１層しか確認されず、B2 地点の有機質層中には複数

のシルト層が見られた。有機質層中に有機物に乏しいシルト層が挟在する要因と

しては、もともと湿地環境であった場所が沈降により湛水し有機物の供給が減少

した可能性が挙げられるが、今後の珪藻化石分析などから成因を検証したい。 

 

図２－３－③－12 地点 B2 におけるボーリング柱状図。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

三重県南伊勢町「こがれ池」の湖底堆積物から、過去 3000 年間における「津波」ま

たは「低頻度の非常に大きなストーム」による海水侵入の履歴を明らかにした。特に、

歴史時代に形成されたイベント堆積物については、南海トラフの歴史地震と対応する可

能性のあるものが６枚見つかった。今後も別の地域における調査・分析を行って数千年

間の津波浸水履歴を復元するとともに、その結果を地域間で対比することで南海トラフ

における地震発生履歴を詳細に解明できる可能性がある。 

和歌山県東牟婁郡那智勝浦町において、ジオスライサー掘削による連続柱状試料の採

取とハンドコアラーによる表層付近の層序の確認を実施した。その結果、津波による堆

積物の可能性がある海棲生物遺骸を含んだ砂層や、泥炭層と互層をなす砂層が広範囲に

分布していることを確認できた。今後は、採取した試料について微化石などの分析を行

い、これらの砂層が津波由来であることの検証を行うとともに、年代測定を行うことで

各層の堆積年代を推定することが必要である。 

高知県南国市の十市・浜改田地区に分布する浜堤の発達過程を明らかにすることを目

的に、ハンドオーガーと機械ボーリングによって採取した堆積物の層相観察や、OSL 年

代測定、放射性炭素年代測定などを実施した。その結果、当地域の浜堤は約 6000～

3000 年前頃に現在の浜堤頂部付近で上方へ成長して形成され、それ以降は主に側方（南

北方向）へ成長して浜堤の幅が拡大したと推定された。本年度は浜堤の表層６m 以内で

採取した試料の OSL 年代測定を実施したが、今後はより深い層準から採取した試料の年

代測定を実施して詳細に浜堤の発達史を明らかにしたい。また、浜堤背後の低地のボー

リングから、地点 B2 では約 5700～2000 年前に継続して有機質シルト層～泥炭層が堆積

し、砂層や有機物に乏しいシルト層を挟在すること明らかになった。今後は珪藻化石分

析などを実施し、これらの砂層やシルト層の成因を明らかにしたい。 
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3） 仕様・標準等の策定 

なし 

 

④ 史料に基づく南海トラフ巨大地震の履歴 

(a) 業務の要約 

歴史時代の史料に基づくと南海トラフ巨大地震の履歴は 684 年白鳳地震まで遡ることが

でき、昭和東南海・南海地震を含めて９回発生していることがわかっている。昭和から安

政、宝永、明応と一連の南海トラフ巨大地震の事例を見てもその地震発生域には多様性を

含んでいるため、これらの波源評価に関連する情報を可能な限り入手し、詳細な波源の検

討を行うとともに、地震発生の多様性を定量的に示すとともに、地震発生推移予測の重要

な拘束条件を示すことができる。そこで本業務では、最新の津波痕跡高分布、南海トラフ

のプレート構造や昭和東南海地震・南海地震の最新の研究成果を踏まえて、地殻変動と津

波痕跡高分布に基づく 1944 年昭和東南海地震の波源域再評価を行った。また文献記録・

堆積物記録から 1498 年明応東海地震の津波波源モデルの推定も行った。 

 

(b) 業務の成果 

1） 地殻変動と津波痕跡高分布に基づいた昭和東南海地震の津波波源域の再評価 

 南海トラフ巨大地震の再来周期とその規模を推定することは、巨大地震の長期評価

を行う上では極めて重要である。昭和東南海地震の波源断層モデルは津波波形逆解析

に基づく検討（Satake, 19931）; Tanioka & Satake, 20012）; Baba & Cummins, 

20053））が行われている。一方、当該地震の津波痕跡高分布を説明するための波源断

層モデル（相田, 19794）；安中ほか, 20035)）は矩形断層モデルによる検討にとどまっ

ている。このような矩形断層モデルでは、沿岸における地殻変動や津波高分布を充分

に説明することは難しい。また、瀬野（2012）6)は、一連の南海トラフ巨大地震は単な

る固有地震としての再来を繰り返しているのではなく、強震動や津波の生成域が各地

震で相補的な関係にあることを主張している。このことを明らかにするために、波源

推定に利用可能な情報が比較的豊富な宝永地震、安政地震、昭和地震について、断層

構造やすべり量を推定するための痕跡情報を統一して解析を行うことが必要と考えら

れる。最新の津波痕跡高分布、南海トラフのプレート構造や昭和東南海地震・南海地

震の最新の研究成果を踏まえて、地殻変動と津波痕跡高分布に基づく昭和東南海地震

の波源域再評価を行った。  

1944 年昭和東南海地震による津波は、伊豆半島から和歌山県までの沿岸に影響を及

ぼした。当該地震の津波は三重県太平洋沿岸で激甚被害を及ぼしたことから、三重県

太平洋沿岸を中心に津波痕跡高の再調査を実施した（図２－３－④－１）。再調査の

結果については報告済みであるため、ここでは三重県沿岸において 10m を越える新鹿

の津波について紹介していく。昭和東南海地震における熊野市新鹿の津波については、

新鹿津波調査会(1985)7)によって詳しく纏められている。それによれば新鹿沿岸の徳

司神社では、繰り返し発生してきた南海トラフ巨大地震の津波履歴が残されており、

昭和東南海地震では、石段下から 11 段目まで潮が上がった（浸水高 8.5m）。また、中

心市街を流れる里川沿いで遡上高 13.6m に及んでいた（図２－３－④－２）。 
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図２－３－④－１ 昭和東南海地震による三重県太平洋沿岸の津波痕跡調査全体図。図中

の黒丸・白丸は津波痕跡地点を示す。 

 

 

図２－３－④－２ 新鹿の津波痕跡分布。左図が新鹿市街地における津波痕跡。右上図は

遡上端に設置された津波碑、右下図は徳司神社。基図は国土地理院の地理院地図を使用。 

 

これに加え新鹿津波調査会(1985)7)では新鹿町内の家屋について、全壊、半壊、床上浸

水、床下浸水のいずれの被害であったかが、居住者ごとに表形式でまとめられている。床

上浸水の被害家屋については床上から何 cm 浸水したかが記されている例が多くある。ま

た、居住者名が記された住宅地図も掲載されている。表にある居住者名からその居住者の

住宅の位置を住宅地図により同定し、236 軒の住宅についてどこでどのような被害であっ

たのかを現在の地図上でおおむね明らかにした（図２－３－④－３a）。この結果、海岸
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や河川に近い家屋はほとんどが流失しており、床上浸水した家屋は流失家屋分布のすぐ外

側（山側）に集中していることがわかった。現地調査の結果、町内の家屋の床面の高さは

地盤面から約 60cm 上にあると観察されたので、新鹿津波調査会(1985)7)にある床上浸水

の高さに 60cm を加えてそこでの浸水深とした。この結果、床上浸水した家屋は浸水深が

1.5-2m 程度に集中することがわかった。さらに床上浸水した家屋の浸水深に対し、推定

された家屋の位置での地盤面の標高を加えることで津波の浸水高を推定した。標高値につ

いては現地調査により測量した結果を利用したが一部国土地理院による基盤地図情報数値

標高モデル（5m メッシュ）による値も利用した。この結果、床上浸水、すなわち流失を

免れた家屋については、浸水高が標高 6～8m 程度に集中し（図２－３－④－３b）、それ

以上の高さの家屋も存在することがわかった。流失を免れた家屋の浸水高が 6～8m 程度

に集中することと、それよりも海側の家屋はほとんどが流失しことから、流失した地域で

はさらに高い浸水高であったことが推定される。 

 

図２－３－④－３ (a)新鹿津波調査会(1985)7)から読み取れる新鹿町内の家屋被害分布、

(b)浸水高ごとの床上浸水家屋数の度数分布。 

 

また、既往研究（中央気象台、 19458 ）；表、 19489)；羽鳥、 197410)；飯田、

198111)；三重県、199512)）や三重県沿岸の当該地震津波に関する石碑情報（新田、



89 

 

201413））において、津波痕跡信頼度（岩淵ほか、201214））が C 以上となる津波痕跡

は 197 点、三重県の再調査によって 19 点を追加で評価することができ、当該地震に

よる津波痕跡点は合計 216 点となった。津波痕跡高分布（図２－３－④－４）の特徴

としては、静岡県沿岸の伊豆半島や遠州灘では 2m 程度、三重県や和歌山県の太平洋

沿岸では平均的に 5m 程度であるが、三重県の尾鷲で 5～7m、新鹿では 10m 以上に及

んでいたことがわかる。 

 

 

図２－３－④－４ 1944 年昭和東南海地震による津波痕跡高分布。 

 

波源推定を実施するにあたり、波源断層モデルは、三次元地下構造モデルから解釈

されたプレート境界モデル（Nakanishi et al., 201815））を利用した。このモデル

の特徴はフィリピン海プレートの沈み込み形状を詳細な速度構造から解釈されている

ことにある。想定する参考に設定し、すべり面は深さ８～24km の範囲、地殻変動及

び津波痕跡分布を踏まえ８枚の小断層を設定した（図２－３－④－５）。 

 

 

図２－３－④－５ ３次元構造モデルに沿って設定した小断層。 

 

各小断層に対応する地殻変動については Okada（1985）16)の方法で計算を行った。

地殻変動の観測値については、Satake（1993）1)で利用されている国土地理院観測点
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の値を用いた。また、波源域を踏まえて紀伊半島東沿岸における 18 点を利用した。

津波のグリーン関数については線形長波理論に基づき、計算格子間隔 150m で実施し

た。線形長波理論では遡上計算を実施することはできない。そのため沿岸に痕跡評価

点を設け、おおよそ 1km 範囲内の沿岸津波高の平均値と標準偏差で代表させ、痕跡点

が少ない場合には遡上高も採用した。また、三河湾や浜名湖など、再現に詳細な地形

が必要な地域については除外し、波源推定に用いた痕跡点は 50 点とした（図２－３

－④－６）。 

 

 

図２－３－④－６ 集落毎に平均化した津波痕跡高分布。 

 

𝐻𝐻𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠、  𝑗𝑗 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ��𝑎𝑎𝑘𝑘𝜂𝜂𝑗𝑗、  𝑘𝑘

𝑚𝑚

𝑘𝑘=1

� 

ここで、ak は小断層 k のすべり量、ηj、k は小断層 k による j 地点の津波グリーン関

数である。波源推定には、津波高の痕跡値と計算値の誤差ノルムが最小となる各断層

すべり ak を SA（Kirkpatrick et al., 198317））によって求めた。この方法では沿

岸津波高を津波痕跡高と等価と仮定している。津波の非線形性を考慮しないと過大評

価となる地点も存在するため、非線形長波理論と線形長波理論による痕跡評価点の関

係を 8 次の多項式で近似した。 

𝐻𝐻𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛、  𝑗𝑗 = �𝑐𝑐𝑖𝑖

𝑛𝑛

𝑖𝑖=0

�𝐻𝐻𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠、  𝑗𝑗�
𝑖𝑖
 

ここで、𝐻𝐻𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛、  𝑗𝑗はｊ地点における非線形長波における最大津波高、𝐻𝐻𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠、  𝑗𝑗はｊ地点

における線形長波の重ね合わせによって得られる最大津波高、𝑐𝑐𝑖𝑖は i 次の係数であり、

これらの係数や定数はあらかじめ設定した複数の波源断層シナリオによる非線形長波

による津波高との関係を利用して最小自乗法により決定した。なお、痕跡値は平均値

と標準偏差で代表させているため、標準偏差か相対誤差±10％のうち大きい方と一様

乱数を用いて付与し、地殻変動と津波高の痕跡分布を 1,000 試行作成し、そのアンサ

ンブル平均を代表値とした。 
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 図２－３－④－７に地殻変動と津波高分布を説明するための波源断層モデルを示す。

剛性率を 30GPa として Mw を評価すると 8.1±0.1 となる。図から、熊野灘沖の海溝

軸側に 5～6m 程度のすべりが生じていることがわかる。Yokota et al. (2016)18) に

よるすべり欠損の年レートから推定されるすべり量は、1854 年安政東海地震から

1944 年昭和東南海地震までの 90 年間におおよそ 3～4m 程度であるため深部の断層す

べりについては調和的といえるが、海溝軸付近では 5～6m を越える小断層のすべりと

なっているため、ややすべり過ぎている傾向にある。 

 

 

図２－３－④－７ 地殻変動と津波痕跡高に基づく 1944 年昭和東南海地震の波源断層モ

デル。  

 

図２－３－④－８に地殻変動量と津波痕跡高分布の観測値と計算値の比較を示す。

ここでの計算値は非線形長波理論を用いて計算している。図から、地殻変動について、

観測値は、潮岬より東側では隆起、西側では沈降となり正負が逆転している。小断層

のサイズや配置が起因して、潮岬を境にした隆起沈降のパターンを本モデルでは表現

できていないが、潮岬より東側では良好に再現していることがわかる。本業務で用い

た地殻変動の観測値は、地震前は 1930～1940 年代、地震後は 1947 年から 1952 年の

間に実施された測量データの差分に基づいているため、当該地震以外の影響、特に

1946 年昭和南海地震による地殻変動も含まれている。そのため、潮岬西側の観測値

は昭和南海地震による可能性がある。 
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図２－３－④－８ 提案モデルによる地殻変動と津波の再現性。 

 

津波痕跡についてもその分布の概形を概ね良好に再現できていることがわかる。一

方で、田曽浦や新鹿では過小評価となっていることも確認できる。田曽浦については、

津波遡上であり、150m メッシュの地形データでは再現できないこと。詳細地形を用

いて検証する必要がある。新鹿については、痕跡高としては、15m を越えているため、

地形データの影響だけでは説明が難しく、また、当該地域周辺の津波高に比べて局所

的に津波が高まっていることから、断層運動以外による要因について検討する必要が

あろう。 
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図２－３－④－９ 提案モデルによる各観測点の津波波形 .  

 

験潮記録の比較を図２－３－④－９に示す。比較を行った観測点は細島、土佐清水、

淡輪、松坂、福江、内浦、布良の 7 点である。観測波形における地震発生時刻は波形

に記録されている地震動による擾乱成分を初動としている。図から、地殻変動と津波
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痕跡高分布から断層すべりを求めているが、土佐清水と細島以外ではおおむね再現で

きていることがわかる。土佐清水や細島では非常に多くの短波長成分が卓越している。

これは解析に用いたやや粗い空間分解能では、これらの港内での津波を再現が難しい

ことが影響していると考えられる。また、験潮記録における長周期成分の卓越は、地

震当時の験潮所の構造（導水管による水理フィルター）の影響もあるかも知れない。

このような影響を精緻に評価するためには、地震当時の験潮所の導水管構造や生物付

着状況を踏まえた潮位応答特性を検証する必要（例えば、Satake et al., 199819)）

がある。しかし、現在ではその検証は困難である。 

本業務で推定した波源断層モデルと既往モデルの比較を行う。比較したモデルとし

ては、津波波形から推定されたモデル 1（Baba et al., 20053））と津波痕跡高から

推定したモデル２（安中ほか、20035））とした。本モデルを含めそれぞれでは仮定

した断層形状は異なるため、断層すべりの分布ではなく地殻変動量分布、すなわち初

期波源分布で比較を行った。図２－３－④－10 にその比較を示す。いずれのモデル

でも熊野灘沖から伊勢沖に隆起域のピークが生じているが、モデル 2 は遠州灘沖まで

広がっている。 

 

 

(a) 提案モデル 

 

(b) 津波波形に基づくモデル（Baba et al., 2005) 
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(c) 津波痕跡高分布に基づく波源断層モデル（安中・他，2003） 

 

図２－３－④－11 各波源断層モデルによる初期波源の比較。(a) 提案モデル、(b) 津

波波形に基づくモデル（モデル 1）（Baba et al., 2005)、(c) 津波痕跡高分布に基づ

くモデル（モデル 2）（安中・他，2003）。 

 

本モデルとモデル 1 との比較から、熊野灘沖の隆起域は両モデルともの同様の傾向

となり概ね調和している。一方、伊勢沖では本モデルの方がやや東側に隆起域が広が

っていることがわかる。本モデルでは小断層の断層サイズが 50km2 程度としているが、

モデル 1 ではより細かい 10km2 程度である。伊勢湾沖の小断層付近には津波痕跡点が

疎であるため小断層のサイズや配置が原因の一つと考えられる。 

図２－３－④－11 に同条件で評価された 1854 年安政東海地震の波源断層モデルと

の比較を示す。2 つの地震ともに熊野灘沖の小断層で相対的に大きくすべる傾向にあ

ることから、瀬野（2012）が主張している相補関係というよりも、むしろアスペリテ

ィモデルとして解釈できることが示唆される。 

 

 

図２－３－④－11 1854 年安政東海地震と 1944 年昭和東南海地震の波源域の比較。左図

が 1854 年安政東海地震、右図が 1944 年昭和東南海地震の波源断層モデル。 
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1944 年昭和東南海地震の波源断層モデルを再検討するために、当該地震による津

波痕跡の再整理と三重県を中心とした津波痕跡高の再調査を行った。さらに国土地理

院による 1940～1960 年の地殻変動量と再評価した津波痕跡高の分布を説明するため

の波源断層モデルを推定した。推定した波源断層モデルの地震規模は Mw 8.1±0.1 程

度となった。このモデルは熊野灘沖に大きいすべり域をもち、地殻変動と津波痕跡高

の分布だけでなく観測波形についても土佐清水と細島以外での観測波形をおおむね再

現し得ることがわかった。一方で、新鹿の津波高の特異性については、津波高分布を

踏まえると断すべりによる津波励起では説明が難しく、海底地すべりなどの巨大地震

にともなう副次的な要因を検討する必要があろう。 

同じ断層モデルを用いた安政東海地震の波源断層モデルとの比較からは、熊野灘沖

の小断層で相対的に大きくすべる傾向にあることから、瀬野（2012）が主張している

相補関係というよりも、むしろアスペリティモデルとして解釈できることが示唆され

る。ただし、２地震での判断は早計であり、史料が豊富な宝永地震の波源断層モデル

について、同条件での評価とそれを踏まえた検証が必要と考えられる。 

 

1） 文献記録・堆積物記録から推定される明応東海地震の津波波源モデル 

海溝型巨大地震の推移予測には過去にどこまで断層破壊が及んだかもしくはどの程

度のひずみエネルギーが解消されたかが重要であり、観測記録と同様に文献記録や堆

積物記録もまた貴重な情報源である。しかしながら、計器観測記録のない歴史時代、

特に中世以前の古文書記録は、津波来襲時における遡上限界や津波到達点を計測する

ことができないことも多いため津波規模の推定が困難な場合も多い。堆積物記録（津

波堆積物）は地震発生当時の地形復元や供給源となった場所の平均粒径の推定など多

くの課題があるものの、計器観測記録のない歴史時代に発生した津波規模の推定に利

用できる。本業務では、1498 年明応東海地震の津波痕跡が静岡県沿岸の広い範囲に

わたって確認されていることに着目して、安中モデル（安中ほか、20031））を初期

津波波源とする津波伝播と津波土砂移動の数値シミュレーションを実行し、明応東海

地震の初期津波波源の推定を試みた。 

まず文献記録に基づく検証では、津波痕跡データベース 2)から痕跡信頼度 B～D の

ものを選び、このうち外海に面した計 60 地点を抽出した。日本近海の全域 50ｍメッ

シュの海底地形データ（Chikasada, 202021））と安中ほか(2003)5）によって提案さ

れた津波波源モデルを基に高性能津波計算コード（JAGURS；Baba et al., 201722））

を使って津波伝播の数値シミュレーションを実行した。 その結果、計算津波高は痕

跡高より全体的に低く、安中モデルは明応東海地震の初期津波波源として過小評価で

あることが明らかとなった（図２－３－④－12a）。そこで安中モデルを基に平均す

べり量を変えて痕跡高との比較を行ったところ、平均すべり量を 2.2 倍したとき津波

痕跡高を概ね説明できることがわかった（図２－３－④－12b）。 
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図２－３－④－12 安中モデルと平均すべり量を 2.2 倍したモデルで求めた津波浸水高

と痕跡高の比較。 

 

次に堆積物記録に基づく検証では、明応東海地震の津波堆積物が確認されている静

岡県湖西市白須賀（堆積層厚 8-50cm; Komatsubara et al., 200823））、静岡県焼

津市浜当目（堆積層厚 10cm 程度; Kitamura et al., 202024））を対象に、安中モデ

ルを基にした五つのシナリオ（安中モデルの平均すべり量をそれぞれ 1 倍、1.5 倍、

2 倍、2.5 倍、3 倍したもの）に対して津波土砂移動計算（高橋ほか, 199925）；高橋

ほか, 201126）；Sugawara et al., 201927））を実施した（表２－３－④－１）。地

形標高は内閣府南海トラフの巨大地震モデル検討会の地形データを使用した。地震発

生当時の地形標高及び海岸線は内閣府の地形データを基に大日本帝國陸地測量部 2 万

5 千分の 1 地形図 28）及び江戸後期の伊能図 29）から復元した（図２－３－④－13、

14）。 

表２－３－④－１ 津波土砂移動計算のための検討モデル 

Models Mw 
Slip amounts 

Tokai segment Tonankai segment 

1 8.4 7.0 m 5.3 m 

2 8.5 10.5 m 7.9 m 

3 8.6 14.0 m 10.6 m 

4 8.6 17.5 m 13.3 m 

5 8.7 21.0 m 15.9 m 
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図２－３－④－13 湖西市白須賀の(a)現在地形と(b)地震発生時の復元地形。標高デー

タは国土地理院の基盤地図情報を利用した。 

 

 

 
図２－３－④－14 焼津市浜当目の(a)現在地形と(b)地震発生時の復元地形。標高デー

タは国土地理院の基盤地図情報を利用した。 
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図２－３－④－15、16 にそれぞれのモデルで求めた土砂の堆積量分布を示す。こ

こで土砂の堆積量は基盤変化量から最大浸食量を差し引いてもとめたものである。白

須賀では、モデル１・２を初期津波波源とした場合の津波は最も内陸で津波堆積物が

確認された地点まで到達しない。したがって、これらのモデルは過小であると判断で

きる。モデル３・４・５は内陸に土砂を運搬・堆積させており、堆積する土砂量はそ

れぞれ約２cm、約６cm、約 18cm である。観測が８-50cm であることを踏まえると、

モデル４・５が観測値に近いことが分かる。浜当目では、どのモデルでも津波堆積物

が確認された地点まで津波が到達する。堆積層厚は平均すべり量が大きいほど厚く、

モデル１・２で３-６cm、モデル３・４で 10-20cm、モデル５で 30 cm 以上の土砂が

堆積する。観測が 10cm 程度であることを踏まえると、モデル３・４のどちらかが観

測と整合すると考えられる。 

 

図２－３－④－15 湖西市白須賀の土砂の堆積量分布。黒丸・灰丸はそれぞれ明応東海

地震に相当する津波堆積物を確認した地点、確認できていない地点を示す。破線は最大浸

水範囲である。 
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図２－３－④－16 焼津市浜当目の土砂の堆積量分布。黒丸・灰丸はそれぞれ明応東

海地震に相当する津波堆積物を確認した地点、確認できていない地点を示す。破線は

最大浸水範囲である。 

 

以上の研究成果をまとめると、安中ほか(2003)1)で提案された初期津波波源モデル

では文献記録も堆積物記録も説明できない。初期津波波源をモデル４とすれば白須賀

と浜当目の両方の堆積物記録を説明できる。また、このモデルは安中モデルのすべり

量を 2.5 倍したもので、痕跡高で検討したすべり量の増加量（2.2 倍）と概ね整合す

る。そのモーメントマグニチュードは 8.6 であり、これは安政東海地震とほぼ同程度

である。ただし堆積物記録による拘束にはばらつきがあり、津波土砂移動解析の不確

実性（地形復元・粒度など）が今後の課題となるだろう。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 本業務では、地殻変動と津波痕跡高分布に基づいた 1944 年昭和東南海地震の波源域

の再評価と文献記録と堆積物記録から 1498 年明応東海地震の初期津波波源の推定を行

った。その結果、昭和東南海地震の地震規模は Mw 8.1±0.1 程度であり、熊野灘沖に大

きいすべり域をもち、地殻変動と津波痕跡高の分布だけでなく観測波形についても土佐

清水と細島以外での観測波形をおおむね再現し得ることがわかった。また明応東海地震

は安中ほか(2003)5)で提案された既存モデル（Mw 8.4）では全く観測を説明できず、す

べり量を 2-2.5 倍したモデル（Mw 8.6）で文献記録と堆積物記録の両方を説明できるこ

と明らかとなった。 
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